
愛知県スタートアップ支援拠点整備等事業に関するヒアリング結果概要 

 

愛知県は、スタートアップ支援拠点について、民間の経営能力や技術能力などを

最大限に活用できるＰＦＩ方式により進めることとしており、これまで本事業実施

に向けた条件整理や愛知県スタートアップ支援拠点整備等事業実施方針の策定に向

けた検討を行うため、民間事業者のヒアリングを実施しました。 

 

今般、「愛知県スタートアップ支援拠点整備等事業に係る基本的考え方」の公表に

際し、民間事業者からいただいた意見の概要を公表します。 

 

１ ヒアリング概要 

 概 要 

実施要領の公表 2019年 9月20日 

ヒアリング実施 2019年 10月9日から10月 15日までの４日間※ 

実 施 場 所 東京都及び愛知県 

申 込 件 数 13件（12社） 

※ 土日・祝日を除く 

２ 意見概要 

（１）本事業のコンセプトに関すること 

・「ものづくり」をテーマにするなど、本事業のコンセプトに対して賛同する。 

・民業との差別化図る観点から、本施設においては、主にシード期からミドル期

のスタートアップの支援を想定すべき。 

・本施設の機能については、常に生まれ変わるようなものであるべき。 

・施設運営を担う SPC と国内外の支援団体や企業等との間の連携の仕組みづくり

が重要であり、そのためには県の協力が不可欠である。 など 

（２）施設に関すること 

・県民に開かれた施設とすべき。周辺で勤務、居住している人にも使えるスペー

スの確保が必要。 

・人を集めるためには敷地内での駐車場設置が必須。 

・ラボについてはセキュリティー対策など独自の対応が重要。 

・宿泊・研修機能については、事業性を確保するためには100～200室程度が必要。 

・県の主管部門、各種相談窓口、支援機関等を集積させるべき。 

・女性起業家にも利用しやすい託児所を設置すべき。 

・スタートアップの技術を活用したショールーム機能の導入や、実証実験の場と

しての活用を図るべき。そのためのスペースが必要。 

・将来の拡張を前提に検討しておくことが望ましい。 など 

別紙３ 



（３）運営に関すること 

・スタートアップ支援という政策目的と、運営を担う民間企業の収益向上の側面

との整合を図るべき。 

・スタートアップそのものからの収入確保は難しく、その他で収益を確保しなけ

ればならない。その際、パートナーとなる企業や大学等の入居が重要であり、

県による誘致推進が重要。 

・収支バランス確保のため、官民の適切なリスク分担、費用負担が必須。 

・施設の営業・広報等にあたっては、県の支援制度やポータルサイト等の活用な

ど、県の協力が必要。 

・運営体制の構築にあたっては、起業経験者を集めることが有効。 など 

（４）付帯事業に関すること 

・本施設の立地を踏まえると、基本的には施設利用者向けのサービス提供が中心。 

など 

※各社からは、公園に隣接している立地を生かした事業など、様々なアイデアが提案された。 

（５）スタートアップ支援プログラムの展開に関すること 

・起業前の起業希望者の支援も必要。 

・先輩起業家に気軽に相談できる機会をつくるべき。 

・会計事務等のバックオフィスに関する支援があればよい。 

・大学と連携した起業家教育やイベント開催などができればよい。 

・テクノロジーだけではなく、デザインやクリエィティブにも着目する必要があ

る。 など 

（６）事業スキームに関すること 

・BTとコンセッションの契約は分離してほしい。 

※スタートアップ支援拠点の機能を最大限に発揮させるためには、施設の設計・整備と運営体制の一体的

構築は不可分であり、同一の事業者グループによる一体的な事業実施が不可欠であると考える。 

・スタートアップに対する支援業務等については、SPCから第三者に業務委託する

ことに制限を設けないでほしい。 

・独立採算による運営は工夫が必要。特にスタートアップの賃料負担力は小さく、

県による何らかの補助等が必要。 

・入札公告時においては、県において、パートナーとなる企業や大学からの協力

は取り付けておいてほしい。 

・将来的な大規模改修に関する費用負担は組み込まないでほしい。 

・設定されているスケジュールがタイトである。特に設計の期間が短すぎる。 

など 

 


